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企業は，それぞれ特徴が異なるものの，各種

の活動プロセスが連鎖的に機能して付加価値を

生み出す活動を行い，有形財または無形財を顧

客に提供している。これらの活動は，当該財貨

の生産及び提供を直接的に担う主たる活動と，

当該主たる活動を補助する補助的活動に分類さ

れる。主たる活動には購買物流，製造，出荷物

流，販売，マーケティング及びアフターサービ

スなどがある。補助的活動として，企業の情報

システム等のインフラ，購買活動，研究開発活

動等がある。

企業は，これらの連鎖的一連の活動（サプラ

イチェーン）をより効率的に改善，管理，運営

することにより顧客の満足を高め，業務利益の

極大化を追求するサプライチェーンマネイジメ

ントを実行する。一方，企業活動が多角化戦略

の下で拡大するにつれ，新たなビジネスセグメ

ントやビジネスユニットが生じる。あるビジネ

スセグメントやビジネスユニットのサプライチ

ェーンには，他のビジネスユニットに共通利用

できる活動プロセスがあり，企業は範囲の経済

の恩典を享受すべくこれらの共通活動プロセス

を統合し効率化を図るためのサプライチェーン

マネイジメントを実行し更に利益を追求する。

サプライチェーンにおける活動プロセスの中

で，もっとも下流に位置する販売及びアフター

サービスなどは，それぞれの顧客に近い場所で

行う事業上の必要性から，それぞれの顧客市場

毎に当該活動プロセスを担当する組織を配置す

ることが多い。一方，研究開発，物流，マーケ

ティング，製造等の活動プロセスは共通活動と

して効率化を目指して統合が模索されることが

多い。これらの主たる活動をサポートする活動

として，情報システム，法務，財務，経理など

のコーポレート活動のほか購買活動などがある

が，ビジネスユニット又はビジネスセグメント

が異なるこれらの活動も統合され，サプライチ

ェーンの利益追求活動をより効率的に管理運営

し利益追求に貢献することも多い。サプライチ

ェーンマネイジメントの立案では，これらの各

税務効率向上サプライチェーンマネイジメ

ント（Tax Effective Supply Chain

Management,“TESCM�”）とは，当該サ

プライチェーンに関与するグループ企業全体

の税引後の利益を極大化するために，国際事

業戦略と税務戦略の整合性を確保したサプラ

イチェーンの構築及び管理である。

POINT！�

１ 企業活動とサプライチェーンマネイジメント



138 �税務弘報 2007. 4

活動プロセスを有機的に結合し，各活動のコス

ト管理及び各活動間のリードタイムの短縮等を

図り，業務利益を最大化することを目標として

いる。

法人所得税は法人が稼得する利益（所得）を

課税標準としているため，上述のサプライチェ

ーンから生み出される業務利益は課税される。

企業は，この業務利益にかかる税負担とリスク

を管理し，税引後利益の極大化を図ることによ

り，企業の持続的成長の可能性を高め，投資家

に対して企業価値の向上による利益還元を行う

必要性が生じる。

このサプライチェーンが同一の国において単

一の法人により行われている場合には，税務面

の視点から税務効率向上のためのサプライチェ

ーンマネイジメントの構築を検討する機会は限

定的なものとなる。これは，同一国，単一法人

の場合には，下記に述べる国際税務戦略の三要

素を配慮する必要性が多くは生じないためであ

る。

一方，多角化戦略の下で行われる活動が国際

的に展開される際には，上述のサプライチェー

ンを構成する各活動プロセスをどこに，どのよ

うに配置するかが，重要な戦略的判断となる。

言葉の定義の問題ではあるが，この段階におけ

る企業の戦略は国際事業戦略と位置づけられ

る。国際事業戦略上は，投資環境の評価の一環

として，販売にかかる市場評価の他，各活動プ

ロセスの活動にかかる，人的資源，カントリー

リスクを含む立地環境及び条件，並びに活動コ

ストと各活動の配置等の諸処の要素を評価し業

務利益の極大化を目指す。この段階の国際事業

戦略の策定にあたり，税務戦略を有機的に関連

させることにより，企業価値の源泉となる税引

後利益の極大化を検討する機会が生じる。

TESCM�とは，企業が行うサプライチェーン

マネイジメントに税務戦略を融合させ，税務効

率を高め税引後利益の極大化を達成する一連の

立案，実行及び管理プロセスである。

TESCM�では国際税務戦略を策定する必要

性があるが，その策定上重要な要素として，損

益通算，二重課税の防止，税率差の利用が上げ

られる。

損益通算の利用は，多角化戦略のメリットの

一つと考えられている。これは多角化戦略の下

では，企業として期待する一定の利益水準は設

定されるものの，それぞれの事業の収益性は時

期により，またその性質により違いが生じる。

これらの特性の違いのある事業は，グループ全

体として機能する財務活動により相互補完さ

れ，安定性が高められる。同一の企業グループ

に属する複数の事業の採算がそれぞれ法人格を

別にして行われることがある。これらの個別企

業は，原則として単独の納税主体となるため，

多角化戦略のメリットを享受するためには税務

戦略をもって対応する必要がある。仮にある事

業を担当するＡ社から100の赤字が生じ，他の

事業を担当するＢ社から100の黒字が計上され

た場合において，税率が40％であることを想定

してみる。この場合Ａ社は法人税を負担するこ

とはないが，Ｂ社は40の税負担が生じ，グルー

プ全体の所得は０に対して，40の社外流出がグ

ループ全体として生じることになる。損益通算

が可能な税務上の取扱いの配慮をすることによ

り，この40の税金によるグループ外への流出は

防げることになる。税務戦略では連結納税制度

の利用を検討し損益通算のメリットを実現させ

る。もう一つの損益通算の例として，欠損金の

繰越控除又は繰戻還付の制度がある。これは，

単一の法人においてもある年度の所得と他の年

１　損益通算

２　事業戦略と税務戦略の有機的結合
３　国際税務戦略の３要素
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度の損失を通算することが認められる制度であ

るが，上述の連結納税制度とあわせて利用する

ことにより，より効果的に多角化戦略のメリッ

トを享受することにつながる。

事業が国際的に展開している場合，同一グル

ープに属するビジネスユニット又はビジネスセ

グメントの業務上の利益にかかる納税が複数国

で生じることになる。この場合，二重課税が生

じると税引後利益に多大な影響を与えることが

ある。例えば，税率が40％のＡ国で販売事業を

行うＡ社は，同様に税率40％のＢ国に所在する

製造事業を営むグループ関連会社のＢ社から製

品を輸入し販売している（以下表１参照）。Ａ

社の販売事業の利益はブレイクイーブンで零と

なった一方で，Ｂ社は50の利益を計上している。

Ａ社は所得がないため，税負担は生じていない

が，Ｂ社は20（50×40％）の税負担をしている。

Ａ社及びＢ社を合算したグループ全体の税引前

利益は，50（0＋50）であり，税引後利益は30

（50－20）となり，グループ全体の実効税率は

40％である。後にA社に対してA国税務当局が

移転価格課税を行い，30の増差所得が生じたと

する。この結果Ａ社は，本税とペナルティーと

合わせて15の追加納税が生じたとする。Ａ国と

Ｂ国の間で，租税条約が無い場合には，Ａ国に

２　二重課税防止

よる行政不服審判手続き及び司法手続きを経て

課税の取消しを求める以外に救済手続きはない

ことになる。この二重課税が確定するとＡ社及

びＢ社を合算したグループ全体の税引後利益は

15（50－20－15）となり，実効税率は70％に急

増する。

多くの国において税法上，二重課税防止のた

めの措置を講じている。具体的には，外国税額

を居住地国の税額から一定の限度額の範囲内で

控除する外国税額控除方式と居住地国において

国外所得を非課税とする国外所得免除方式に大

別される。日本においては外国税額控除方式を

採用している。外国税額控除方式を採用してい

る場合には，一定の限度額を超えた部分は，二

重課税となり税負担が増えることになる。限度

額は，簡略的に言えば，居住地国の国内所得と

国外所得を合算した全世界所得に居住地国の税

率を適用して算出した税額のうち，全世界所得

のうちに国外所得の占める割合を乗じて計算し

た金額に相当する額となる。したがって，限度

額を超えるケースは，居住地国の税率が国外所

得に対する外国税額の負担率より低い場合と，

国内所得が赤字の場合となる。前者の場合の限

度超過額は，ある意味国ごとの課税権が異なる

限り不可避的性質のものであるが，複数国に事

業を有する場合には国ごとの税率の分布を配慮

してプランニングをすることにより，超過額を

現状
Ａ国販売 Ｂ国製造

連　結Ｂ　社Ａ　社
８００５００８００売上高
４００４００５００売上原価
４００１００３００売上総利益
３５０５０３００販管費
５０５００営業利益
２０２００法人税（＠４０％）
０００加算税及び延滞税
３０３００税引後利益

４０％実効税率

［表１］ Ａ国課税後（二重課税の救済無）
Ａ国販売 Ｂ国製造

連　結Ｂ　社Ａ　社
８００５００８００
４００４００５００
４００１００３００
３５０５０３００
５０５００
３２２０１２
３０３
１５３０－１５

７０％

Ａ社に３０の所得を認定
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軽減することも可能となる。後者の場合は限度

超過額が将来年度においても控除できなけれ

ば，本来上述の損失の繰越控除となる国内の赤

字が国外所得の金額分だけ減殺されることにな

り二重課税が発生することになる。この場合，

グループ間の損益配分状況を移転価格税制の観

点から慎重に検討する必要がある。

法人所得税にかかる税率は各国にばらつきが

ある。また，企業のサプライチェーンを構成す

る各活動プロセスが生み出す付加価値の大きさ

もこれらの活動の性質の違いから付加価値の大

きさが異なるのである。例えば，ある活動は他

の競合相手に例を見ないユニークな活動プロセ

スを行うことにより，サプライチェーン全体の

利益を牽引する活動を担い，他の活動はサプラ

イチェーン全体の活動を経常的に機能させるよ

うな活動などが存在することがある。これらの

各活動プロセスが，複数国にまたがりサプライ

チェーンが構築されている場合には，ある国で

行われた活動プロセスの財貨が他の国で行われ

る活動プロセスに供給されることになるが，こ

の場合税務上は当該供給される財貨の価格を税

務上の独立企業間価格原則に従って設定するこ

とが要求されている。独立企業原則の下では，

各活動プロセスを担当する法人がそれぞれ資

本，財務，その他の取引上の関係によって互い

に支配されない第三者間の関係において成立す

るであろう価格をもって取引価格（移転価格）

の設定をすることが求められる。この場合，比

較法（独立価格比準法，再販売価格基準法，原

価基準法，取引単位営業利益比準法）また分割

法（利益分割法）または比較法と分割法の折衷

法（残余利益分割法）の移転価格算定方法を使

用するが，いずれの場合も，各法人の果たす機

能，負担するリスク，及び使用する資産を分析

しそれに見合う価格設定を求める。この場合，

通常より多くの機能を果たし，リスクの負担等

３　税率差

をする法人に対しては，それに見合う多くの所

得が配分されるよう独立企業間価格が算定され

ることになる。ここで，付加価値の高い活動が，

高税率国に所在した場合と低税率国に所在した

場合では，グループ全体の税引後利益に大きな

影響を与えることになる。この要素はTESCM�

の中でもっとも重要な意味を持つ。

耐久消費財の製造販売を行う企業が，新規事

業を同一地域にあるA国，B国及びC国に開始

するにあたり，当該事業にかかる製造及び開発

機能を担当する新会社をどこにするかの検討を

開始したとする（以下表２参照）。現在のとこ

ろ販売が最も大きく見込めるのはＡ国（200）

であり，次いでＢ国（100）及びＣ国（50）の

順となっている。前提として，製造及び開発に

よるコストの違いは国別に存在しないものの，

物流費に関しては現状Ａ国の販売が最も大きい

ため，Ａ国で製造することにより物流費は最小

となる。これにより，業務利益（営業利益）は

Ａ国が最も高くなる。移転価格税制を考慮して，

Ａ国，Ｂ国及びＣ国の販売機能に対し売上高の

２％の営業利益を配分し，それに各国で生じる

販売費用を考慮して，その差額を製造拠点から

の供給価格とする。これにより製造拠点には製

造及び開発にかかる利益について販売以外の残

余の利益が配分されることになる。ここでＡ国，

Ｂ国及びＣ国の税率がそれぞれ40％，30％及び

20％とする。税引後利益で試算した結果は，営

業利益の比較結果とは逆にＣ国が最大になる。

Ｃ国において販売が増加することがＣ国経済の

今後の発展から期待されることも考慮すると，

Ｃ国の優位性がさらに高まるためC国に開発製

造拠点を設ける意思決定を行った。

ここでは，上記の耐久消費財の製造販売企業
例２

例１

４　TESCM�の簡易例
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が，Ａ国で行っていた既存の事業の採算が悪く，

当該事業に関連して将来８年にわたり利用可能

な税務上の繰越欠損金を有していたとする。こ

の度既存事業から撤退し，上記の におけ

る新規事業に移行することとした。新規事業開

始までに既存事業に関する繰越欠損金が300あ

るとする。この場合，この企業はＡ国を新規事

業の開発製造拠点として選択した。これはＡ国

における繰越欠損金の繰越控除の利用のメリッ

トが当初５から６年の間で120（300×40％）見

込めるのに対し，Ａ国とＣ国の税率差によるメ

リットの大きさは，５から６年の間では10前後

（1.6×６±α）に留まることによるものである。

最後に国際事業戦略上の組織を機能させるた

めに，地域統括持株会社とサプライチェーンの

補助的活動に関して検討する。サプライチェー

ンの補助的活動では，主要な活動全般に対して

提供される補助的活動の他，これらに対する経

営，その他の事業管理活動などの統括活動を行

うことが多い。このため，これらを統括するた

めある特定の会社が統括会社となることによ

例１

り，重複機能の回避，コストの低減，経営効率

の向上等の観点から効率的なことが多い。また

企業の統括活動には，上述したようなサポート

機能として各活動に対して直接的に便益をもた

らす活動と，一定の資本関係を前提にして，当

該投資を管理，維持及び発展（あるときは撤退）

させていくような活動もある。後者の活動は，

当該資本関係を通じてその見返りとして配当を

求めることにより，利益を追求していくもので

ある。この二つの体系の統括機能は明確に区分

することが困難であることが多く，あえてこれ

らを分けて行う場合に，活動の重複から不効率

が生じることが懸念される。税務的な視点では，

前者の活動について移転価格税制上の観点から

も適正な対価を設定することを求められるが，

後者の配当を前提とした活動に関しては，配当

受領国において課税される場合に，税率差によ

る税務上のメリットが失われることに留意する

必要がある。特に日本においては実効税率が

40％程度になっている一方，外国税額控除の限

度額は事業税に対して外国税額控除がとれない

ことにより36％前後で留まっており，試験研究

費の税額控除を取っている場合には30％弱にな

ることも多い。このため，日本企業の場合には

５　地域統括持株会社

合　計Ｃ　国Ｂ　国Ａ　国
３５０５０１００２００ａ売上高
３５５１０２０ｂ販管費
７１２４ｃ（a×２％）営業利益（２％）
３０８４４８８１７６ｄ（ａ－ｂ－ｃ）供給価格

［表２］ 販売活動

Ｃ　国Ｂ　国Ａ　国
３０８３０８３０８ａ売上高
２００２００２００ｂ製造及び開発費用
７０６５６０ｃ物流費
３８４３４８ｄ（ａ－ｂ－ｃ）営業利益

２０％３０％４０％ｅ税率＠
７.６１２.９１９.２ｇ（ｄｘｅ）法人税
３０.４３０.１２８.８ｆ（ｄ－ｅ）税引後利益

開発製造活動
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地域統括持株会社を利用して，地域のサプライ

チェーンの補助的活動を行い経営効率を高める

と同時に，当該地域統括と日本親会社との連携

により外国税額控除のポジションを念頭におい

た柔軟な配当政策を行うことによりメリットが

生じることが多い。

TESCM�の実現には事業戦略と税務戦略の

有機的結合が重要である。欧米系の企業では，

税務戦略の重要性の認識が高いため国際的な新

規事業が行われる場合，あるいは再編が行われ

る場合には当該情報の共有が早い段階から行わ

れることが多い。また，時としては企業価値の

最大化のために，税引後利益の最大化を念頭に

おいて，企業の既存の組織の経営効率の是非を

議論することもある。日本企業の場合は，経営

者の一任を受けて税務に関して主導的な役割を

果たす部署が欧米企業に比べると組織上手当て

されていないことが多いため，事業戦略と税務

戦略の有機的結合をプロアクティブに追求する

ことが難しい現状があるように思える。そのよ

うな現状に関して，長期的に議論される必要が

ある中で，短期的に取り組める税務コストとリ

スク管理の分野が現状とし看過されていること

が多いことも事実である。財務諸表におけるリ

スク情報の開示の要請から税務リスク管理の意

識が昨今高まりつつあるのを契機にして，経営

者の意識の中における税務の位置付けが近い将

来見直される日がくるかもしれない。

６　最後に


